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まちづくりの

主役は市民の皆さんです

わたしたちのわたしたちの
自治基本条例自治基本条例
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平成17年10月1日

武生市と今立町合併

（平成20年2月1日現在）

• 人口 87,356人
内外国人 3,377人

• 面積 230ｋ㎡
• 世帯数 26,532世帯
• 小学校 17
• 中学校 7＋1分校
• 地区公民館 17
• 自治振興会 17
• 町内 282



3

１７地区１７地区
それぞれの地区の特色を考えたそれぞれの地区の特色を考えた
まちづくり「地域自治振興事業」まちづくり「地域自治振興事業」
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市民活動の例市民活動の例
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地方自治のあり方とは

●地方自治の基本（地方自治の本旨）

「団体自治」 と 「住民自治」

【団体自治】
一定の地域を基礎とする国から独立した自治体を

設け、自主性・自立性を持って、自らの判断と責任

のもとに地域の実情に沿った行政を行うこと。

【住民自治】
住民自らが自らの地域のことを考え、自らの手で

治めていくこと。
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自治基本条例制定の必要性

●住民自治の実現の要請
・行政主導型から住民主体のまちづくりへ

・市民が自ら考え、決定し、実行していくシステム

・住民ニーズの多様化

●時代の大きな潮流
・少子高齢化 ・行財政改革

●地方分権の進展
・「画一と集積」 から 「多様と分権」
・地方分権一括法の施行 （平成１２年４月施行）
・国と地方は対等関係、自立的な自治体運営
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国

県

市 市民の活動

地方分権

住民自治

地域の仕組みをどうするか

団体自治

行政間の権限委譲
地方分権一括法
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大幅な成長を望めない経済環境急速に進む高齢者の増加と少子化効率性・利便性追求の弊害均一的なまちづくり手法の限界

地域のことは地域で決めたい

多様な生き方・自己実現の場がほしい

市民が相互に助け合う社会システム

多様な市民活動の成長

市

民

自

治
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越前市における制定の背景（Ⅰ）

●行政運営における公正の確保と

透明性の向上

市民の権利、参加・参画に関する条例整備

「行政手続条例」や「情報公開条例」の制定など

●市民参加の推進

審議会等の市民公募制度

パブリック・コメント制度

市ホームページの開設等
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現在までに整備運用した条例

① 環境基本条例 (平成８年）
② 行政手続条例 （平成９年）

③ 情報公開条例 （平成１０年）

④ 個人情報保護条例 （平成１２年）

⑤ 男女共同参画推進条例（平成１４年）

⑥ 安全で安心なまちづくり推進条例（平成１４年）

⑦ 議会議員政治倫理条例（平成１５年）

⑧ 地域自治振興条例 （平成１６年）

●市民憲章「わたしたちの誓い」 （昭和５８年）
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越前市における制定の背景（Ⅱ）

●市民との協働によるまちづくりの推進

市民自治活動の推進、地域自治振興事業の推進

↓

平成16年3月～ 小学校区ごとに、自治振興会を設立し、

独自に事業計画を策定、市からの交付金で実施する。

「地域のことは地域で」都市内分権の受け皿となる。

●越前市総合計画 （２０１６年を目標年次）
「元気な自立都市 越前」 基本理念「自立」と「協働」
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越前市自治基本条例の意義

●すべての市民が、自分で考え、行動し、豊かで住みやすい
まち 「越前市」 を、一緒に力を合わせてつくっていくための
大切な仕組みを明らかにするもの。
（「まちの憲法」と言われている。）

●市民と市との協働によるまちづくりを進める上で、この条例
が規範になる。

【具体的には】
本市の自治の理念や、市民の権利・責務、市民と市の関係
等を明確にするとともに、 行政運営のあり方など、本市の
自治の基本となる事項を定めるもの。
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制定までの経過

H１５．６ 「自治基本条例研究会」（庁内）を設置

12 １２月議会で市長が条例制定を表明

H１６．２ 庁内「自治基本条例検討委員会」を設置

３～５ ２つの市民団体が市長に提言

６/3    「自治基本条例策定市民懇話会」を設置
６～７ パブリック・コメント制度による意見募集

８/11 市民懇話会が市長に提言

９/21 ９月市議会で条例案が可決

９/29    武生市自治基本条例の公布
Ｈ１７．３/1  施行（関連規則も施行）
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自治基本条例研究会（庁内）

H１５．６．２７
法令審査委員会の幹事で構成 （１４人参加）

研究会 3回 研修会等へ参加 2回
（研究内容） ・国内他市の条例内容研究

・条例の意義及び位置づけ

・他市の策定過程の研究

H１５．１２月 市議会で、市長が9月制定を表明

H１６．３月 研究会報告書を市長提出
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庁内検討委員会・研修会 （H16.２月）
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検討委員会・検討部会設置

●検討委員会
H１６．２．２４～８．２３
助役を委員長 部長級１２人で構成

計５回の検討会議

●検討部会
Ｈ１６．３．１０～８．５

各部よりの委員１３人で構成

計９回の検討部会

・ 条例の原案づくりを担当する
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（当初）条例策定における検討課題

① 市民にとってわかりやすい簡素な条文

② 「議会の役割や責務」を盛り込むか

③ 「住民投票」の取り扱い

④ 「最高規範性」の明記

⑤ 条例の実効性を高める仕組みづくり
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２つの市民団体からの提言

●武生市地域自治振興条例市民会議
・旧武生市区長会連合会が主宰

・各分野の代表 １８人で、平成１５年１２月に発足

・平成１６年3月12日に提言、２５項目

●武生市市民自治基本条例をつくる会
・丹南市民自治研センターの呼びかけ

・市民活動家や主婦等 ４１人、

・平成１５年８月に発足

・１１回のワークショップ、中間報告会の開催

・平成１６年５月１０日に提言、１４条
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条例案を検討する市民グループ （平成１６年２月）



20

市民条例要綱提言 （平成１６年３月１２日）
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市民自治基本条例をつくる会提案 （平成１６年５月１０日）
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条例策定市民懇話会設置

【委員構成】

・委員１８人‥‥学経１人、市民活動団体９人、

市民公募６人、市職員２人

【会議等】

・会議（全体会議・グループ討議） ７回

・ワーキング ２回

【議論の進め方】

・条例ありきでなく、課題や方向性、具体的な仕組み

等についてまず議論

・次に、条例に盛り込む項目や内容を検討
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市民懇話会（その２）

【主な議論内容】

１．市民自治の推進を中心におき、市民・行政・

議会の役割を明確にし、協働したまちづくりを

進めるべき。

２．市民自治活動について
・若い人や女性の参画 、民主的運営、自主的運営

・地域の自治 （町内会、地域振興事業等の位置づけ）

・NPO等との協働機会の拡充 （新しい公共）
・活動を支援するための行政の支援体制
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市民懇話会 （全体会）
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市民懇話会（その３）

【主な議論内容】

３．市民自治を支える市政運営
・市政への参画の拡充 （計画・実施・評価への参画）

・積極的な情報の提供、適切な時期の説明責任

・ＰＤＣＡによる効率的な市政運営

（市長のトップマネージメント、機能的な組織づくり、

行政評価など）

４．市民代表等による推進機関の設置

５．市民にわかりやすい条例に
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パブリック・コメント制度による意見募集
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市民懇話会からの市長提言
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市民懇話会 市長に提言
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越前市自治基本条例の全体構成

前文

第１章 総則 (第１条ー第３条）

第２章 市民自治の基本理念 （第４条）

第３章 市民と市民自治 （第５条・第６条）

第４章 市民自治活動 （第７条ー第１０条）

第５章 市議会 （第１１条）

第６章 市政運営 （第１２条ー第１５条）

第７章 住民投票 （第１６条・第１７条）

第８章 市民自治推進委員会 （第１８条）

附則
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越前市自治基本条例の内容

●自立した自治体にふさわしい自治の実現を

図ることを目的として、市民の権利や責務、

行政運営のあり方などを定めている。

●市民に親しみやすく、分かりやすい表現に

留意した。

（「わたしたち市民は」、「です・ます調」など）
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条例の各章ごとの趣旨

・「希望を持って学び、働き、そして新しい命を育み、幸せに暮らせる

まち」 として発展させる。

・日々の生活において環境に配慮しつつ、将来にわたり持続可能な

社会を目指す。

・市民のもつ多様な社会経験と創造的な活動を生かしたまちづくり

・市民自らの自覚と行動による、真の市民自治の確立

『人と自然と都市の活力が調和した住みよいまち』

前文 越前市の自治に関する基本条例であることから、憲法等
のように 「前文」を設けています。

（条例制定の背景、目指すべき自治のあり方やまちの姿など）
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第１章 総 則

●条例の目的や位置付けを明らかにするとともに、
用語の定義について規定。

《第３条 用語の定義》

・「市民」‥‥越前市に住み、働き、学び、活動する全て

の個人、団体、法人。

・「参画」‥‥主体的に参加し、意思決定にかかわること。

・「協働」‥‥共通の目的を持って、課題解決のために
協力し取り組むこと。

・「町内会」や「地区組織」を定義
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第２章 市民自治の基本理念

【第４条】

市民が市政に関する情報を共有し、自らの判断

と責任の下に市政に参画し、協働することを市民

自治の基本理念として定める。

●「自立・自律」、「参画」、「協働」を基盤に

「市民の自覚に基づく、参画と協働による自治」の推進

●情報の共有
市民自ら考え行動するためには「情報の共有」は不可欠
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第３章 市民と市民自治

市民自治の主体である市民の権利と責務を規定

●市民の権利 （第５条）

・市政に参画し意思を表明する権利

・一人ひとりの人権を保障

（性別、年齢、国籍等で差別を受けない。）

●市民の責務 （第６条）

・自らの発言及び行動に責任を持つこと
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第４章 市民自治活動 （その１）

市民自治活動のルール・原則や、市民自治活動

を通して、市民自らが住みよいまちづくりや社会貢

献に努めることを定めている。

また、市民自治活動を促進するための市の支援

のあり方等も規定。

●市民自治活動とは

自主的に行う多様な公益活動を位置付け

・個人としての自主活動、地域におけるコミュニティ

活動、NPO等のテーマ型活動など
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第４章 市民自治活動 （その２）

●市民自治活動の原則 （第７条）

・公共の利益のために自らできることを考え行動する

・男女共同参画、相互連携・相互尊重

・団体の民主的・自主的運営

●地域の自治 （第９条）
・町内会や地区組織による自治活動の推進

・安全で安心な住みよいまちづくり の実現

●市民自治活動に対する市の支援 （第10条）
・協働機会の拡充 （「新しい公共」の推進）

・情報の提供、相談、専門家の派遣など、必要な措置
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第５章 市 議 会

（第１１条）

市民の代表機関である市議会の役割について、

定めている。

●意思決定機関として、民主的な市政の発展に寄与する。

●開かれた議会運営のために、市民との情報の共有に

努める。

●政治倫理の確立に努める。

※参考 情報公開条例 ： 議会も実施機関

議会議員政治倫理条例 （H１５.３）
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第６章 市政運営

この条例の運用に当たり、市長や市職員が果たすべき

責務のほか、市政運営に関する基本的な事項を規定。

●市長の責務 （第１２条）

・総合的・計画的な行政の推進、効率的な行政運営

・機能的で簡素な組織づくり

●職員の責務 （第１３条）

●情報の公開及び提供（第１４条）

・市民との情報の共有、説明責任、個人情報の保護

●行政評価（第１５条）

・適切な評価の実施、結果の反映・公表
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第７章 住民投票 （その1）

直接市民の意思を問う「住民投票制度」について
地方自治法の規定に基づき、住民投票の手続きや
実施について定めている。

●間接民主制が原則、住民投票制度はそれを補完
するもので、最終手段として行われるもの。

●住民投票条例とは
・投票を求める手続き（市民の請求者数）
・投票資格者、成立要件など
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第７章 住民投票 （その２）

●住民投票の請求・発議 （第１６条）

・市民が住民投票を求める条例制定を請求できる

・市議会議員による発議、市長による発議

●住民投票の実施 （第１７条）

・市長が発議する場合、必要に応じ投票資格者に

未成年者や外国人を加えることができる。

外国人‥‥特別永住者、永住者、日本人の配偶者、

定住者等
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第８章 市民自治推進委員会

（第１８条）

市民自治の円滑な推進を図るため、またこの条例

を守り育てるため、「市民自治推進委員会」を設置

することを定めている。

【市民自治推進委員会】
●市長の諮問により、自治の推進に関する重要事項に

ついて審議し、市長に答申する。

●市民自治活動の推進及び市政参画・協働の実施等に

ついて、市長に提言もできる。

●委員構成 １０人以内、任期 ２年
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条例により何が変わるのか

結論から言えば、激変するわけではない。

●市民、議会、行政の間で、条例という形で、自治
の基本理念を共有することに大きな意味。

●市民の権利や責務を明確にすることで、住民自
治の意識が高まる。

市民が主体的に考えて行動し、身近な課題を自ら解決
する自治の仕組みが構築される。
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条例により何が変わるのか（その２）

●市政に市民が参画するための仕組みが整えら
れ、市民の意見が反映された開かれた行政運
営が可能となる。

●市の施策や条例、制度等が住民自治の視点か
ら体系化され、総合的な取組みが推進される。
・個別条例や施策の位置付けが明確になり、不変

的なものとして担保される。

・基本理念を確認し、現行の様々な制度のあり方

を再検討できる。
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おわりに

・今まで条例というと、ややもすると行政のみのもので
あった。

・自治基本条例は本市の自治の基本理念を明らかにし
たものであり、市民、議会、行政の間で共通のものとし
て持つことに大きな意義がある。

・この条例を市民の皆さん自らがいかに運用していくか
が重要で ある。

この条例の詳しい内容や考え方については、「越前市ホーム
ページ」 に掲載しておりますので、ご覧ください。

【問合せ先】 越前市市民生活部市民自治推進課 （ 電話 ２２－３２９３）
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（参考）全国の主な条例制定状況

１）北海道ニセコ町 「ニセコ町まちづくり基本条例」 （平成１３年４月）
２）兵庫県宝塚市 「宝塚市まちづくり基本条例」 （平成１４年４月）
３）兵庫県生野町 「生野町まちづくり基本条例」 （平成１４年６月）
４）石川県羽咋市 「羽咋市まちづくり基本条例」 （平成１５年４月）
５）東京都杉並区 「杉並区自治基本条例」 （平成１５年５月）
６）愛知県東海市 「東海市まちづくり基本条例」 （平成１５年１２月）
７）埼玉県富士見市 「富士見市自治基本条例」 （平成１６年４月）
８）東京都多摩市 「多摩市自治基本条例」 （平成１６年８月）
９）神奈川県愛川町 「愛川町自治基本条例」 （平成１６年９月）
10）神奈川県大和市 「大和市自治基本条例」 （平成１７年４月）

すでに施行 約５０の市町村 （平成１７年３月まで）
【平成１９年１２月現在 約１５０市町村 制定】
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自治基本条例の性格

特別な法形式がなく、要件が明確に確立して
いるわけではない。

概ね次の二つの性格を併せ持つ。

●基本条例としての性格

自治体の最高法規 他条例や計画の策定指針

●総合条例としての性格

住民の権利を明確化

組織・運営に関する基本的事項を網羅
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条例の主な内容 （その１）

・「自立・自律」「参画」「協働」 を基盤に
「市民の自覚に基づく、参画と協働による自治」の推進

協働ガイドライン２００８年度版策定

・市民の権利を保障、市民の責務を明示
・市政に参画し意思を表明する権利を保障、一人ひとりの人権を尊
重
・市民の責務として、自らの発言と行動に責任をもつことを規定

・市民自治活動の推進を柱に位置づけ
・個人としての自主活動、地域におけるコミュニティ活動、ＮＰＯ等の
テーマ型活動を通じて、社会貢献に努めること

・市民自治活動の原則・ルールを規定
・男女共同参画、相互連携・相互尊重、民主的・自主的運営
・町内会や地区組織による自治活動の推進

地域自治振興事業
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条例の主な内容 （その２）

・市政運営の基本や議会の役割を明示
・効率的な行政運営や機能的で簡素な組織づくり

・情報の積極的な公開及び提供、説明責任、行政評価の推進

・開かれた議会運営、市民との情報共有、政治倫理の確立

・住民投票制度について明示
・住民投票を求める条例の制定に対する市民の請求

・未成年者や永住外国人等の投票資格者への拡充

・市民自治推進委員会の設置
・市民自治の円滑な推進を図るため、またこの条例を守り育てる
ための協議機関を設置。

・市長の諮問に応じ、審議し答申するほか、提言を行う。
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広報たけふ （１０・１１月号）


